
   別 紙２（第５の１の（１）⑥関係） 

次に掲げる者が利用権の設定等を受けた後において、法第18条第２項第２号

に規定する土地（以下「対象地」という。）の用途ごとにそれぞれ定める要件

を備えている場合には、利用権の設定等を行うものとする。 

（１） 地方自治法（昭和22年法律第67号）第２９８号第1項の規定による地方開

発事業団体以外の地方公共団体（対象土地を農業上の利用を目的とする用途

たる公用又は公共用に供する場合に限る。）、農業協同組合等（農地法施行

令（昭和27年政令第４４５号）第６条第２項第１号に規定する法人をいい、

当該法人が対象土地を直接又は間接の構成員の行う農業に必要な施設の用

に供する場合に限る。）又は畜産公社（農地法施行令第６条第２項第３号に

規定する法人をいい、当該法人が同号に規定する事業の運営に必要な施設の

用に供する場合に限る。） 

 ○ 対象土地を農用地（開発して農用地とすることが適当な土地を開発した場

合におけるその開発後の農業用施設用地を含む。以下同じ。）として利用す

るための利用権の設定等を受ける場合 

・・・法第18条第３号第２号イに掲げる事項 

 ○ 対象土地を農業用施設用地（開発して農業用施設用地とすることが適当な

土地を開発した場合におけるその開発後の農業用施設用地を含む。以下同

じ）として利用するための利用権の設定等を受ける場合 

・・・その土地を効率的に利用することができると認められること 

（２） 農業協同組合法第72条の８第１項第２号の事業を行う農業協同組合法人

（農業生産法人である場合を除く。）又は生産森林組合（森林組合法（昭和

53年法律第36 号）第93条第2項第２号に掲げる事業を行う者に限る。）（そ

れぞれ対象土地を農用地以外の土地として）（その事業を行う事業に供する

場合に限る。） 

  ○ 対象土地を混牧林地として利用するため利用権の設定等を受ける場合 

・・・その土地を効率的に利用して耕作又は養畜の事業を行うことができると

認められること。 

・・・その土地を効率的に利用することができると認められること。 

（３） 土地改良法（昭和24年法律第１９５号）第２条第２項各号に掲げる事業（同

項第６号に掲げる事業を除く。）を行う法人又は農業近代化資金融通法施行

令（昭和36年制令第346号）第１条第７号若しくは第８号に掲げる法人（そ

れぞれ対象土地を当該事業に+-供する場合に限る。） 

・・・その土地を効率的に利用することができると認められること。 

 

 


